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では約 59％となっている。（表 2） 
文部科学省は平成 24 年度からの「新学校図書
館図書整備 5 か年計画」において 5 年間で学校図







(6 月 30 日現在)－」の全国 1,718 市区町村を対象
にした悉皆調査（回答は 853 教育委員会	 6 月 30
日現在。回収率 49.7%）によると、｢学校図書館
図書整備 5 か年計画｣に基づく図書及び新聞の予











24.5%(前年 16.9%)、中学校 19.0% (前年 14.5%)

















































































































































メールマガジンの受信（無料のもの） 32.8 25.7 










ソーシャルメディアの利用 44.0 49.9 
電子掲示板（ＢＢＳ）・チャットの利用 5.4 4.3 
無料通話アプリやボイスチャットの利用 23.9 23.9 




ウェブアルバムの利用 5.5 3.7 
オンラインゲームの利用 19.6 14.1 




天気予報の利用（無料のもの） 45.5 38.6 
ニュースサイトの利用 37.2 32.1 







































































スポーツ 16%、地域 14%、経済 11%、海外 7%、




























































新聞社は 104 社、通信 4 社、放送 22 社となって
いる。 
新聞の発行部数は年々低迷しており、2013 年の




年 一般紙 世帯数 
1 世帯あた
り部数 
2000 年 47,401,669 47,419,905 1.13 
2001 年 47,559,052 48,015,251 1.12 
2002 年 47,390,027 48,637,789 1.09 
2003 年 47,282,645 49,260,791 1.07 
2004 年 47,469,987 49,837,731 1.06 
2005 年 47,189,832 50,382,081 1.04 
 57 
2006 年 47,056,527 51,102,005 1.02 
2007 年 46,963,136 51,713,048 1.01 
2008 年 46,563,681 52,324,877 0.98 
2009 年 45,659,885 52,877,802 0.95 
2010 年 44,906,720 53,362,801 0.92 
2011 年 44,091,335 53,549,522 0.9 
2012 年 43,723,161 54,171,475 0.88 












































































































































































	 本稿では、「集団的自衛権」(right of collective 
self-defense)の記述に差異があるのかを 3 社の
記事から確認する。尚、ハフィントン・ポストで




































Crime、Weird News、Good News の計 10 項目
があり、Entertainment には、Entertainment、
Celebrity、Comedy、Arts & Culture、Books、
TVの計6項目、Life & Styleには、Healthy Living、
GPS for the Soul、Style、Home、Taste、Weddings、
Travel、Parents、Divorce、Huff/Post 50、Marlo 
Thomas、OWN の計 12 項目、Tech & Science
には Tech、Science、Green、TEDWeekends、
Code の計 5 項目、Voices には Women、Black 
Voices、Latino Voices、Voces (en español)、Gay 
Voices、Religion、College、Teen、Impact の計
9項目、LocalにはChicago、DC、Denver、Detroit、
Hawaii、Los Angeles、Miami、New York、San 
Francisco の計 9 項目があり、細分化された幅広
い内容を扱っている。また、Facebook、Twitter




	 2014 年 5 月 15 日（7 月 15 日更新）、AP 通信




る。”The United States backs Abe's push for a 
larger military role, as it wants Japan to bear a 
greater burden of its own defense.”また戦争をし
かけるためのものではないこと、中国との軋轢に
ついて掲載している。 
2014 年 7 月 14 日 PEARL HARBOR, Hawaii 
(AP) による ”At RIMPAC, Japan And U.S. 




think that's a bold decision, a landmark 
decision, and I welcome anything that would 
bring us even closer together — and this 
certainly will,"と肯定的な見解を紹介している40。 
	 2014 年 7 月 27 日の小池百合子（自民党）の” 
Why Changing Japan's Pacifist Constitution 
 60 




	 2014 年 7 月 31 日の元アメリカ海軍司令官の
Robert J. Natter の” Japan's Increased Defense 
Posture Is a Welcome Change That 
Strengthens the U.S. Alliance and Security” と
いうブログ記事では、日本の姿勢を肯定的に捉え
ている42。 
	 2014 年 8 月 7 日のジョセフ・ナイ（ハーバー
ド大学特別功労教授）による”Japan's Robust 
Self-Defense Is Good for Asia”という記事では、
日本は自国を守るには脆弱であること、中国との
軋轢を説明し、以下のように結論付けている。” 
For Japan, becoming an equal partner in its 
alliance with the US is essential to securing its 
regional and global standing. To this end, Abe's 
modest step toward collective self-defense is a 























































	 2014 年 7 月 4 日（9 月 3 日更新）の中妻じょう
た（板橋区議会議員（民主党））の「集団的自衛権





	 また 2014 年 7 月 3 日 The Huffington Post は
アメリカのメディアはどう集団的自衛権について
どう伝えているのかも記事にしている51。 











5 大全国紙である朝日新聞は 1879 年 1 月 25 日







廃刊	 可能性	 と一番に表示される 2014 年 9 月



































































と入力すると 8 件ヒットする。一方、「朝日新聞	 
慰安婦」と入力すると 36 件ヒットする。（2014
 62 






































月 21 日確認） 
日本新聞協会「学習指導要領・解説書における「新聞」に
関連する記述	 中学校」








述」http://nie.jp/study/pdf/youryou_nie.pdf（2014 年 9 月
21 日確認） 
2 日本新聞協会「新学習指導要領と NIE」
http://nie.jp/study/（2014 年 9 月 21 日確認） 
3 前掲 2) 
4 文部科学省・国立教育政策研究所『平成 25 年度全国学
力・学習調査報告書クロス集計』2013 年 12 月
http://www.nier.go.jp/13chousakekkahoukoku/data/rese




tml（2014 年 9 月 21 日確認）	 新聞を読んでいるから正
解率が高いというよりも寧ろ新聞を読ませるような家庭
環境下にあるからではないだろうか。 
6 国立教育政策研究所「平成 26 年度全国学力・学習状況
調査	 調査結果のポイント」2014 年 8 月
https://www.nier.go.jp/14chousakekkahoukoku/hilights.
pdf（2014 年 9 月 21 日確認）	 尚、新聞についてのアン
ケートは平成 25 年度から開始された。 




（2014 年 9 月 21 日確認） 
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況」http://www.j-sla.or.jp/material/research/post-45.html
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興会 2014 年 p68 
12 前掲 11) 
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テム」『図書館界』65 巻 2 号 2013 年 p152-160 
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http://www.soumu.go.jp/johotsusintokei/statistics/data/1
40627_1.pdf（2014 年 9 月 21 日確認） 
15 ヤフ 『ーYahoo! JAPAN 媒体資料 2014 年 6 月改訂版』
2014 年 6 月 p7	  
http://marketing.yahoo.co.jp/download/ （2014 年 9 月 21
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 河内孝「メディアの革命 35」
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http://news.mynavi.jp/column/media/035/（2014 年 9 月
21 日確認） 
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20 藤竹暁編著『図説日本のメディア』NHK 出版 2012 年 
p34-35 
21 山中恒『少国民戦争文化史』辺境社 2013 年 
	  酒井信彦『虐日偽善に狂う朝日新聞-偏見と差別の朝日
的思考と精神構造-』日新報道 2013 年 
前坂俊之「太平洋戦争下の新聞メディア(<特集>戦時にお
けるメディアと権力 : 日本を中心として)」マス・コミュ
ニケーション研究 66 号 2005 年 p5-19 
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 2008 年 
上杉隆『記者クラブ崩壊-新聞・テレビとの 200 日戦争』
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al-rating-abe_n_5556779.html2014 年 9 月 16 日確認） 
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55 朝日新聞「本社、記事取り消し謝罪」2014 年 9 月 12
日 1 面 
56 朝日新聞 DIGITAL 
http://www.asahi.com/articles/ASG9C6V5QG9CUHMC
00L.html（2014 年 9 月 16 日確認） 
57 朝日新聞「（社説）安倍政権の安保戦略	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